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	団体名
	

	（ふりがな）

代 表 者 名


	

	所　在　地
	〒



	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署・役職名
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	メールアドレス
	

	事　業  名
	徳島県中小企業支援データ連携に係る調査分析業務

	事 業 概 要


	・事業全体の概要

※本委託業務の効果を高める提案がある場合は、具体的に記載すること。

	(1) 全庁横断的なデータ統合・クレンジング（パネルデータ構築）

	・民間データの調達方針：適切な企業属性データ（ベースデータ）の抽出条件（対象規模・件数等）や、将来にわたって本県が持続可能なデータ基盤として運用・更新していくための、効果的なデータの調達について記載すること。
・データ名寄せ・クレンジング手法：国税庁の「法人番号」等を主キーとして用い、表記揺れのある各部局の過去の補助金実績データ等を、いかに高い精度かつ効率的に名寄せ・統合するか、具体的な手法や技術を記載すること。
・分析アプローチ：無記名の企業アンケート結果も含め、各データを効果的に連携させる手法を記載すること。個社分析だけでなく、「業種・規模・地域」等のセグメント（マクロ）単位でのクロス分析等を通じて、これまでの支援施策が県内企業の「採用成功」や「人材定着」といったアウトカムにどう寄与しているかを客観的に検証できるアプローチを提案すること。


	(2) 次年度の施策立案に向けたデータ基盤の整備（インフラ化）

	・ダッシュボードの機能とＵＩ／ＵＸ：特定の企業を検索して過去の支援履歴を一覧化する機能や、条件（業種等）で絞り込み「複数の支援を受けている企業」や「支援の空白地帯」を特定する機能など、職員が直感的に操作できるダッシュボード画面の構成イメージを記載すること。
・ＥＢＰＭへの活用イメージ：構築したダッシュボード等から、県内企業の課題や支援前後の変化を視覚的に把握し、今後のターゲットを絞った「届ける行政（プッシュ型支援）」の立案にどう活かせるかなど、具体的な活用シナリオを記載すること。


	(3) 持続可能なデータ更新・運用ルールの整理 

	・持続可能な運用モデル：県庁既存のGWS（Google Workspace）環境等を活用し、委託終了後（令和9年度以降）にシステムの維持費や保守費用等が発生しない（少ない）インフラ構築の仕組みを記載すること。
・県職員による自走化に向けた支援：専門知識を持たない県職員でも、次年度以降に新たな実績データを容易に追加・更新して活用できる仕組みについて記載すること。また、そのための「共通ルール」「運用マニュアル」の整備方針や、職員への「ハンズオン研修」の実施計画について具体的に記載すること。


	実 施 体 制

	※相関図、職名、職員数、役割分担等を明示すること。

	実施スケジュール
（概要）

	※仕様書等にスケジュールを明示しているが、実施可能なスケジュールを提案すること。

	事業に関連する
これまでの実績


	※過去に類似の業務実績がある場合は、国や地方公共団体、民間企業等を問わず明示すること。


※任意様式による提出も可。
　別途資料があれば、添付してください。

